
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金【令和6年度実施計画分】

Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業
始期

事業
終期

総事業費
（千円）

成果目標
（可能な限り定量的
指標を設定）

実施状況の公表等について 担当課

1 低所得世帯支援給付金（追加分）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　3,336世帯×70千円　　のうちR６計画分
事務費4,722千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　とし
て支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3,336世帯）

－ R6.2 R6.4 65,482
対象世帯に対して令和6年
2月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌 福祉課

2
物価高騰対応給付金・定額減税一体支援
事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　821世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　800世帯×100千円、令和６年度
均等割のみ課税化世帯　600世帯×100千円、子ども加算　680人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　
41,569人　(170,863千円）　　のうちR６計画分
事務費　28,261千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（2,221世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（41,569人）

－ R6.8 R7.3 455,224
対象世帯に対して令和6年
8月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
福祉課
税務課

3
物価高騰対応低所得世帯給付・定額減税
不足額給付一体支援事業
【令和6・7年度継続事業】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3,200世帯×30千円、子ども加算　620人×20千円
事務費　8,905千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3,200世帯）

－ R7.2 R7.3 117,305
対象世帯に対して令和7年
3月までに支給を開始する

ホームページ等 福祉課

4 防犯カメラ設置事業補助金

①犯罪抑止及び安全で安心なまちづくりを推進し、エネルギー・食料品価格等の物価高騰による市民への影響を
軽減するため、自主防犯活動の補完として防犯カメラ等を設置する地域団体へ補助金を交付する。
②屋外に設置する関連機器を含めた防犯カメラ及び設置を表示する標識等の購入費及び設置工事費
③20万円×2台×10団体
　補助対象経費の２分の１かつ防犯カメラ１台につき２０万円が上限。1団体につき４台まで（年度２台まで）
④５名以上で１年以上地域における継続的な活動実績があり、今後の活動が見込まれる地域団体

③消費下支え等を通じ
た生活者支援

R6.5 R7.3 4,000 20台分に補助金交付 ホームページ・広報紙 消防防災課

5 住宅用太陽光発電システム設置補助金

①原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受ける市民の生活を支援するとともに、住宅用太陽光発電
システムの設置費用の一部を補助することにより、家庭から排出される温室効果ガスを削減する
②太陽電池モジュール及び附属機器の購入費、設置工事費
③１件当たり50,000円×10件
④太陽電池の最大出力の合計値が１kW以上10kW未満の住宅（新築を除く）

④省エネ家電等への買
い換え促進による生活
者支援

R6.4 R7.3 500
導入する再生可能エネル
ギー設備容量
150kW

ホームページ 環境課

6 プレミアム付商品券発行事業

①原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受ける市民の生活を支援するとともに、市民の消費を喚起
し地域経済を活性化することにより、経済的に深刻な打撃を受けている地元事業者を応援するため、プレミアム
付商品券を発行する。
②プレミアム付商品券印刷、商品券取扱い店舗募集等、商品券の換金交付金、商品券の購入引換券の郵送等に係
る経費
③プレミアム付商品券交付金3,000円×25,760冊(全世帯の7割)、事業促進の経費等14,720千円（消耗品費600千
円、郵便料4,200千円、手数料20千円、委託料9,900千円）
※その他5,144千円は一般財源
④市内全世帯

③消費下支え等を通じ
た生活者支援

R6.4 R7.3 92,000 商品券販売冊数25,760冊
ホームページ、SNS、広報
誌

商工観光課

7 給食費物価上昇対策事業

①物価上昇により増額した食材料費を実質市が全額負担し、保護者に負担をかけることなく今までと同じ給食費
で給食を提供する。
②物価上昇分の経費（教職員の負担分を除く）
③R6食材料費（保護者負担分）99,438,350円×物価上昇率17.77％＝17,670,195円
※その他2,815千円は一般財源
④市内幼稚園生、小中学生の保護者

②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に伴
う子育て世帯支援

R6.4 R7.3 2,815
自校式園児・児童・生徒
2,389人分の給食費の保護
者負担額金の据え置き

ホームページ 学校教育課


